
令和７年３月26日 

総 務 部 財 政 課 

 

倉吉市財政計画（令和７年３月末時点）の推計方法について 

 

　令和７年３月末時点の倉吉市財政計画（別紙）は、次の要領で推計を行った。 

 

記 

１　財政計画の推計方法　令和６年度当初予算時点のものを基にし、それに次の変更を

加えた。 

(１)　令和５年度の額は、その決算額（地方財政状況調査ベース）とした。 

(２)　令和６年度の額は、３月追加補正予算額（一般会計第12号。令和５年度繰越明

許費繰越額を含む。）とした。 

(３)　令和７年度の額は、その当初予算の額とした。なお、令和６年度→令和７年度

繰越明許費の額は、これに含まれない（(２)に含まれたまま。）。 

(４)　令和７年度以後の普通交付税、譲与税、税交付金等の額について、令和７年度

地方財政計画を踏まえて見直した。 

(５)　普通建設事業、特別会計繰出金その他の大型事業に関し、各事業所管課からの

報告を踏まえ、所要の事業費を計上した。 

(６)　第４次行財政改革プランによる事務事業の整理等による効果について、今後そ

の具体的な額を見込むことができたものから順次計上していく。 

(７)　(１)～(６)を踏まえ、令和６年度以後の基金繰入金その他の財源の額及び各年

度末基金残高に所要の増減を行った。 

※　「Ｒ」は、会計年度期間を示す（暦年でない）。 

 



倉吉市財政計画

令和７年３月末時点（見込み) （単位：百万円）
各年度歳入歳出額（普通会計※１） 決算 予算※２ 推計 推計 推計 推計 推計 推計

決算額、予算額又は推計 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ R7-R6 R12-R6 R6-R12比較

地方税 5,842 5,646 5,865 5,906 5,903 5,900 5,899 5,898 219 252

傾向としては、企業業績維持の好調とともに個人所得の増、

人口減による減を反映。ただし、令和６年度については定額

減税による減あり

譲与税・交付金 1,681 2,000 1,842 1,826 1,811 1,795 1,779 1,764 △ 158 △ 236

国の税収入が好調で有るため令和6年度に増し、人口減に伴

い緩やかに減少。ただし、令和６年度については定額減税に

対する地方特例交付金の増あり。
普通交付税 7,229 7,374 7,276 7,186 7,101 7,095 7,090 7,034 △ 98 △ 340 人口減に伴い緩やかに減少

特別交付税 1,122 900 950 950 950 950 950 950 50 50 R7より950百万円/年

国庫支出金 5,477 5,823 5,070 4,754 5,274 4,603 4,713 4,601 △ 753 △ 1,222

扶助費に充当される国費等が減少傾向(児童手当の減＞生活保

を除くその他扶助費の増)(年少～現役世代人口の減少が影

響)。ただし、令和６年度に児童手当増による国庫支出金増あ

り。令和9年度にR9～R11のシステム標準化に係る予算をま

とめて計上。
県支出金 3,111 3,108 2,903 2,733 2,716 2,819 2,732 2,743 △ 205 △ 365 〃。工業団地等整備への後年度県補助金歳入あり。

分担金・使用料 372 355 352 492 487 484 485 485 △ 3 130

繰入金 1,070 2,435 2,529 1,241 1,495 1,718 1,234 1,695 94 △ 740

地方債（臨時財政対策債） 90 42 0 0 0 0 0 0 △ 42 △ 42

地方債（臨時財政対策債以外） 3,172 5,014 1,758 1,054 961 653 607 427 △ 3,256 △ 4,587

R6倉吉未来中心周辺環境整備事業（316百万円）

R6-7マンホールトイレ整備事業(464百万円）

R6防災行政無線更新事業（992百万円）

R6企業誘致（557百万円）

R6-7中心市街地活性化事業（21百万円）

6旧グリーンスコーレせきがね債性事業（915百万円）

R6-11史跡大御堂廃寺跡整備事業（269百万円）

R6-8地域住宅計画・長坂新町住宅建替事業（614百万円）

R9-10明治町二丁目住宅個別改善事業（165百万円）

R11みどり町住宅エコ改善事業（110百万円）

R6-7小中学校運営（総務）（323百万円）

R8小中学校情報機器整備事業（186百万円）

R6-R10パークスクエア・交流プラザ管理事業（770百万
その他 4,978 5,131 4,724 4,628 4,725 4,721 4,718 4,715 △ 407 △ 416

歳入計  (A) 34,144 37,829 33,269 30,770 31,423 30,739 30,206 30,313 △ 4,560 △ 7,516

人件費（退職手当） 216 435 33 64 147 148 63 85 △ 402 △ 350 定年延長による退職増減の波、新定員管理計画

人件費（退職手当以外） 3,639 4,393 4,592 4,580 4,599 4,638 4,635 4,642 199 249
令和６年度人勧による給与ベースアップ。R6より会計年度任

用職員の勤務手当の増。

扶助費 6,966 7,383 6,975 6,985 6,996 7,008 7,020 7,034 △ 408 △ 349

令和６年度に児童手当増あり。令和６年度に物価高騰・労務

費の影響を受けた扶助費の増。人口減に伴う減 ＜ 事業

所・利用者増の影響。

物件費 3,829 4,919 4,898 4,105 4,753 4,121 4,120 4,097 △ 21 △ 822 令和6年度物価高騰・労務費アップの影響を受けた物件費の増。

補助費等 3,887 4,376 4,150 4,049 4,031 4,010 4,012 3,982 △ 226 △ 394
広域連合への負担金・上下水道への補助金の支出の傾向に影

響される。
公債費 2,815 2,810 2,925 2,776 2,922 2,936 2,871 2,718 115 △ 92

投資出資貸付金 3,188 2,693 3,188 3,179 3,133 3,141 3,145 3,131 495 438
コロナに係る融資(預託)の影響はR7で終了するが、制度融資

（預託）が増により継続。
繰出金 2,130 2,096 2,087 2,084 2,080 2,076 2,073 2,069 △ 9 △ 27

普通建設事業費 5,024 6,960 3,065 1,567 1,281 1,182 785 1,074 △ 3,895 △ 5,886

R6倉吉未来中心周辺環境整備事業（527百万円）

R6-7マンホールトイレ整備事業(464百万円）

R6防災行政無線更新事業（992百万円）

R6企業誘致（951百万円）

R6-7中心市街地活性化事業（119百万円）

R6旧グリーンスコーレせきがね債性事業（916百万円）

R6-11史跡大御堂廃寺跡整備事業（837百万円）

R6-8地域住宅計画・長坂新町住宅建替事業（1,244百万円）

R9-10明治町二丁目住宅個別改善事業（330百万円）

R11みどり町住宅エコ改善事業（220百万円）

R6-7小中学校運営（総務）（402百万円）

R8小中学校情報機器整備事業（186百万円）

災害復旧事業費 220 298 157 92 92 92 93 92 △ 141 △ 206

積立金 1,189 1,224 949 1,039 1,139 1,139 1,139 1,139 △ 275 △ 85

その他 231 242 250 250 250 250 250 250 8 8

歳出計  (B) 33,334 37,829 33,269 30,770 31,423 30,739 30,206 30,313 △ 4,560 △ 7,516

歳入歳出差引額  (A)-(B) 810 0 0 0 0 0 0 0 0 0
※１ 普通会計に属する各会計の純計 ※２　令和６年度３月追加補正後のものに繰越明許費繰越額（R５→R６）を加えたもの

（単位：百万円）

基金残高（各年度末※３） 決算 予算※２ 推計 推計 推計 推計 推計 推計

Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２

財政調整基金 2,510 2,189 1,162 1,207 1,109 911 943 722

減債基金 1,431 1,018 736 724 652 536 519 393

公共施設等建設基金 27 27 27 27 28 28 28 28

職員退職手当基金 245 145 146 146 117 87 58 28

若者の定住化促進基金 525 457 389 321 254 186 118 50

その他の特定目的基金 1,183 906 738 607 552 421 444 369

基金計 5,921 4,742 3,198 3,032 2,712 2,169 2,110 1,590
※３　出納整理期間を含む。



　この新発債の内訳は、市財政に影響を及ぼす可能性の高い事業について、事業所管課の見積った事業費から算出したものです。この表に掲げられた事業の実施の有無又はその事業費を定めるものではありません。
（単位：千円）

起債種類 事業名 R06 R05→R06 R07 R08 R09 R10 R11 R12
農地対策事業（県営事業費負担金） 17,000 5,900 12,300 6,300 15,700 21,700 13,800 
林道整備事業 6,300 7,800 5,700 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200 
倉吉未来中心周辺環境整備事業 211,200 
地方道路交付金事業（地域活力基盤創造交付金） 49,600 21,700 36,900 14,900 48,400 8,800 
県道改良事業費地元負担金（街路事業） 15,100 17,000 8,400 6,700 13,500 16,800 16,800 6,700 
県道改良事業費地元負担金（電線共同溝整備事業） 700 2,000 
公園施設長寿命化対策支援事業（都市公園遊戯施設取替） 1,200 
安全・安心生活空間の整備 25,300 66,900 48,400 48,400 48,400 48,400 35,200 
道路更新防災等対策事業（道路メンテナンス補助金） 67,100 67,100 67,100 67,100 67,100 
博物館・資料館改修 10,800 20,000 24,400 
　小計 325,200 52,400 133,400 162,400 221,300 195,400 154,300 117,200 
県道改良事業費地元負担金（街路事業） 6,700 1,900 
安全・安心生活空間の整備 127,300 16,400 
道路更新防災等対策事業（道路メンテナンス補助金） 67,700 
農地対策事業（県営事業費負担金） 3,200 
　小計 137,200 18,300 67,700 0 0 0 0 0 
中心市街地活性化推進事業（新しい地方経済・生活環境創生交付金） 21,000 
史跡大御堂廃寺跡整備事業 56,600 93,100 49,900 44,800 
農地対策事業（農地耕作条件、長寿命化・防災減災） 3,100 4,100 14,000 8,400 4,000 4,000 4,000 
保育所運営（就学前教育・保育施設整備） 200 
　小計 59,700 0 118,400 63,900 8,400 4,000 48,800 4,000 
保育所運営（就学前教育・保育施設整備） 2,700 1,500 
　小計 2,700 0 1,500 0 0 0 0 0 
学校統合改修（久米小） 42,800 
小学校防犯カメラ整備 4,000 1,300 
小学校空調整備 2,800 2,600 1,900 
中学校空調整備 3,200 2,400 2,500 
　小計 4,000 42,800 7,300 0 5,000 4,400 0 0 
道路整備事業 57,900 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 
一般道路新設改良 63,000 63,000 63,000 63,000 
　小計 57,900 0 45,000 45,000 108,000 108,000 108,000 108,000 
長坂新町住宅改修事業 198,900 263,500 151,300 
明治町二丁目住宅個別改善事業 55,000 110,000 
みどり町住宅エコ改善事業 110,000 
市営明治町二丁目住宅他共用部ＬＥＤ照明化事業 36,500 
　小計 198,900 0 263,500 187,800 55,000 110,000 110,000 0 
庁舎等管理（電気設備更新事業費（北庁舎）） 3,000 
行政情報システム管理（庁内無線ＬＡＮ整備） 2,000 
防災対策事業（消防ポンプ） 39,000 12,300 12,300 12,300 24,700 
地域活性化事業 323,700 12,400 
コミュニティセンター空調整備 600 
文化活動センター（長寿命化改修） 14,100 
一般道路新設改良 63,000 63,000 63,000 
上余戸市有墓地法面対策 4,100 40,000 
単県斜面崩壊復旧事業 4,000 5,800 16,000 
小規模急傾斜地崩壊対策 8,800 
河川整備（護岸整備等） 186,900 133,300 143,500 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 
林道整備 5,000 4,700 16,000 
下水道事業会計繰出金（排水ポンプ設備整備） 58,300 
体育施設維持管理（体育施設長寿命化） 94,200 29,600 45,000 
体育施設維持管理（体育施設ＬＥＤ導入） 36,000 
人権文化センター（人権文化センター玄関庇改修） 1,700 
はばたき人権文化センター（階段塗装・縦樋取替） 500 
あたごふれあい人権文化センター（縦樋取替・空調取替） 600 
飲食・物販施設管理（パークスクエア食彩館トイレ改修） 1,900 
飲食・物販施設管理（パークスクエア食彩館トイレＬＥＤ導入） 4,400 
企業誘致（河北町貸工場整備） 21,900 
企業誘致（西倉吉工業団地整備） 242,300 182,800 
企業誘致（巌城工業団地整備） 73,000 
伯耆しあわせの郷キュービクル改修 17,400 
老人憩の家管理（老人憩の家長寿命化改修） 500 
公立児童館運営（児童館長寿命化改修） 600 900 
まちづくり管理（さわやかトイレ改修） 700 
西中体育館西側軒樋改修 5,500 
鴨川中図書室屋上防水改修 9,200 
史跡維持管理（大御堂廃寺トイレ洋式化） 500 
史跡大御堂廃寺跡整備事業 23,800 
倉吉交流プラザ外壁改修・屋上防水改修 56,300 
パークスクエア管理（ＬＥＤ化） 86,500 58,800 
パークスクエア管理（通路建屋改修） 30,800 83,800 
倉吉交流プラザ総務管理（ＬＥＤ化） 75,200 107,600 
博物館維持管理（高架水槽取替） 7,100 
小学校校舎等ＬＥＤ照明器具設置 17,400 131,000 
中学校校舎等ＬＥＤ照明器具設置 147,600 
倉吉交流プラザエレベーター更新 45,000 
倉吉交流プラザ空調設備改修 14,300 208,000 
倉吉交流プラザ視聴覚ホール可動席改修 3,200 
給食センター（ＬＥＤ化） 46,300 
給食センター（エアーカーテン改修） 200 4,000 
給食センター（ボイラー改修） 35,800 
　小計 1,383,900 442,000 492,700 501,000 469,800 137,300 92,300 104,700 
一般道路新設改良 53,200 39,500 111,600 
行政情報システム管理（庁内無線ＬＡＮ整備） 8,300 
灘手コミュニティセンター移転整備 3,100 
伯耆しあわせの郷管理運営委託（トイレ改修） 23,000 
消防ポンプ 21,600 21,900 
防災行政無線更新事業 991,500 
マンホールトイレ整備事業 151,800 311,900 
　小計 1,218,100 39,500 479,800 0 0 0 0 0 
旧グリーンスコーレせきがね再生事業（ハード） 914,900 
旧グリーンスコーレせきがね再生事業（ソフト） 3,200 3,200 
せきがね湯命館改修（ハード） 15,600 
道の駅犬挟玄関屋根改修・食洗器購入（ハード） 4,000 
旧国鉄倉吉線廃線跡整備（ソフト） 5,500 5,500 
関金生産物直売食材サテライト供給（ソフト） 3,600 
関金温泉コンシェルジュ推進（ソフト） 6,800 7,200 
森・里山等自然保育（ソフト） 1,400 1,700 
通園バス事業（ソフト） 6,600 6,600 
高齢者福祉センター運営委託（ソフト） 10,100 10,500 
高齢者福祉センター運営委託（ハード） 4,900 
除雪対策（ハード） 26,700 
道路更新防災等対策事業（道路メンテナンス補助金）（ハード） 4,100 
高校生通学費助成事業（ソフト） 1,400 1,200 
スクールバス運行管理委託（ソフト） 3,600 3,600 
体育施設維持管理（ハード） 4,400 
　小計 957,100 0 99,200 0 0 0 0 0 

臨時財政 臨時財政対策債 42,321 
災害復旧事業 57,200 11,800 49,000 46,700 46,700 46,700 46,700 46,700 

　　普通会計　計 4,444,221 606,800 1,757,500 1,006,800 914,200 605,800 560,100 380,600 
水道 水道事業 248,100 0 473,100 366,700 257,200 269,300 343,100 256,100 

下水道事業 901,000 166,200 1,434,100 1,029,800 1,974,600 1,774,300 1,235,700 1,115,000 

　合計（普通会計＋企業会計） 5,593,321 773,000 3,664,700 2,403,300 3,146,000 2,649,400 2,138,900 1,751,700 

新発債の内訳（令和６年度以降発行分）

社会福祉施設

地方道路等

公営住宅

下水道

公共事業等

国土強靭化

一般補助

学校教育

一般単独

緊急防災減災

過疎対策

その他


